
決算書掲載頁　155

内
訳

河内長野市環境基本計画に基づき循環と共生と参加を基調にした環境調和都市をめざす。

外来生物による被害など、生物多様性に係る課題などもアピールしながら本市の環境保全につなげていく。また、教育
機関とも連携してバイオマス利活用の検討を進める。
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循環型社会を構築する循環型社会
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環境共生部環境政策課
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環境基本計画の目的の達成に向け、市民・市民団体・事業者の参画と協働により施策展開をはかり、計画を継続的に
推進する。
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直営 平成13年度 河内長野市環境基本条例

河内長野市民

特定外来生物による被害など、生物多様性に係る課題などもアピールしながら本市の環境保全につなげていく。
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環境活動に参加できる人材の育成目

標

一人あたり

世帯あたり 77

32

事業費

参
考

572

(円)

(円)

(人)

(人)

コ
ス
ト
情
報
・
従
事
職
員
数

その他特定財源

0

0

国府支出金

地方債

338

338

0

0

0

4,306

3,968

0

0.50

0.00

91

38

338

234

234

0

0

0

-684

-918

0

-0.10

0.00

-14

-6

234



事業：環境推進事業                                

地球温暖化の防止や限りあるエネルギー資源の利用等の問題を市民・事業者・行政が共有し、同じテーブルで対

策を考えることで、それぞれの得意分野を活かした循環型社会を形成し、地域の継続的発展に資することを目的と

する。 

細事業：環境基本計画推進事業                             

１．循環型社会の推進 

高度経済成長時代の「使い捨て」から「リサイクル」へ転換し、限りある資源を有効利用する社会の構築のため、

市民・事業者・行政の環境に対する意識を変え、同じ目的で行動できるよう施策を展開する。 

(1) 環境基本計画推進業務 

環境基本計画の目的達成のため、市民・事業者・行政が課題を共有し、協働により解決に当たることが求め

られることから、市民が環境に触れ、環境問題について考える機会を設定した。 

① 地域人材の育成 

自然豊かな本市の環境を損なうことなく次世代に継承していくことが重要と考えられ、地域で自然環境

に関する活動ができる人材を育成するための講座を実施した。 

   ア．自然環境保護について 

A.実施日：７月 27日（土） 

題 目：府立長野高校校庭内の昆虫調査 

内 容：大阪府立大学石井教授を招き、市内の小学生参加による身近な学校の敷地内での昆虫生息調

査を行った。 

B.実施日：11月２日（土） 

題 目：大阪は外来生物で困ってる～外来生物の問題と対策～ 

内 容：大阪府立大学石井教授を招き、自然豊かな河内長野市においても外来生物によって環境が変

化していることをお話しいただいた。 

 


